
議案第５０号 

 

大田原市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

 大田原市水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

  令和元年６月１７日提出 

 

大田原市長 津 久 井 富 雄 

 



大田原市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

大田原市水道事業給水条例（昭和４１年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第９条」を「第８条」に、「第１０条－第２０条」を「第９条－第２２条」に 

、「第２１条－第２７条」を「第２３条－第３１条」に、「料金」を「水道料金」に、「 

第２８条－第３７条」を「第３２条－第４３条」に、「第３８条－第４２条」を「第４４

条－第４９条」に、「第４３条・第４４条」を「第５０条・第５１条」に、「第４５条」

を「第５２条」に改める。 

第３条第１号中「「管理者」とは、」を「管理者 」に改め、同条第２号中「「給水装

置」とは、」を「給水装置 」に改め、同条第３号中「「給水装置工事」とは、」を「給

水装置工事 」に改め、同条第４号中「「工事費」とは、」を「工事費 」に改め、同条

第５号中「「定例日」とは、」を「定例日 」に改める。 

第４条中「２種」を「３種」に改め、同条各号を次のように改める。 

⑴ 専用給水装置 １世帯又は１箇所で専用するもの 

⑵ 共用給水装置 ２世帯以上又は２箇所以上で共用するもの 

⑶ 私設消火栓 消防用に使用するもので管理者が封かんしたもの 

第５条を削る。 

第６条第１０号を削り、同条を第５条とする。 

第７条中「給水区域内」を「市内」に改め、同条を第６条とする。 

第８条の見出し中「総代人」を「管理人」に改め、同条第１項中「一」を「いずれか」

に、「総代人」を「管理人」に改め、同項第２号中「その他」を「前２号に掲げるものの

ほか、」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 給水装置を共用するとき。 

第８条第２項中「総代人」を「管理人」に改め、同条を第７条とする。 

第９条の見出し中「同居人」を「家族」に改め、同条を第８条とする。 

第２章中第１０条を第９条とし、第１０条の２を第１０条とする。 

第１１条第１項中「をしようとする者は」の次に「、管理者の定めるところにより」を

加え、「申込まなければならない」を「申し込み、その承認を受けなければならない」に

改める。 

第１２条第１項中「市がこれを行う」を「管理者又は管理者が法第１６条の２第２項に

規定する指定給水装置工事事業者（以下「指定工事業者」という。）が行う」に改め、同

項ただし書中「申込者側で」を「指定工事業者が給水装置工事を」に、「審査に合格した 

」を「設計審査において承認された」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項本文の場合において、指定工事業者は、工事を施行するときは、使用材料及び工

事について、工事着手前に管理者の検査を受けなければならない。 

第１２条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 前項ただし書に規定する確認に要する費用は、その工事を施行した者から実費を徴収 



する。 

第１３条中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

第７章中第４５条を第５２条とする。 

第６章中第４４条を第５１条とし、第４３条を第５０条とする。 

第４２条中「一」を「いずれか」に改め、第５章中同条を第４９条とする。 

第４１条の見出しを「（料金等を免れた者に対する過料）」に改め、同条第１項中「加

入金、料金又は手数料」を「料金等」に改め、「相当する金額」の次に「（５倍に相当す

る金額が５０，０００円を超えないときは、５０，０００円とする。）」を加え、同条第

２項を削り、同条を第４８条とする。 

第４０条中「一」を「いずれか」に改め、同条第１号中「手数料」の次に「、加入金、

過料、修繕費」を、「工事費」の次に「（以下「料金等」という。）」を加え、同条第２

号中「料金又は手数料」を「料金等」に改め、同条第６号中「給水栓」を「給水装置」に

改め、同条を第４６条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（過料） 

第４７条 市長は、使用者等が次の各号のいずれかに該当するときは、５０，０００円以

下の過料を科すことができる。 

⑴ 正当な理由がなく、係員の職務の執行を拒み、又はこれを妨害したとき。 

⑵ 正規の手続を経ないで給水装置工事を行い、又は給水装置を使用したとき。 

⑶ 指定工事業者の指定を受けないで、給水装置工事を施行したとき。ただし、施行規

則で定める給水装置の軽微な変更は除く。 

⑷ 消火のためのほか、管理者に届け出ないで消火栓を使用したとき。 

⑸ 給水装置の善管注意義務を著しく怠ったとき。 

⑹ 正当な理由がなく、止水栓、制水弁等を開閉したとき。 

第３９条に見出しとして「（給水の中止）」を付し、同条を第４５条とする。 

第３８条中「みずから」を「自ら」に改め、同条を第４４条とする。 

第４章中第３７条を第４３条とする。 

第３６条第３項を同条第４項とし、同条第２項を同条第３項とし、同条第１項を次のよ

うに改める。 

管理者は、次の各号に掲げる事項について、申請又は申込み（以下「申請等」という 

。）をする者から当該各号に掲げる金額を徴収する。ただし、第５号から第７号までは 

、各号に掲げる金額に消費税相当額を加えた額とする。 

 ⑴ 工事の設計又は設計審査の承認 １件につき３，０００円 

⑵ 工事（修繕工事を除く。）の竣工検査 １件１回につき ３，５００円 

⑶ 指定工事業者の指定 １件につき ２０，０００円 

⑷ 指定工事業者の更新 １件につき ５，０００円 

⑸ 給水開始 １件１回につき ２，０００円 



⑹ 管網図の写しの交付 １件につき ３００円 

⑺ 工事竣工図の写しの交付 １件につき３００円 

⑻ その他諸証明等の交付 １件につき３００円 

第３６条第１項の次に次の１項を加え、同条を第４２条とする。 

２ 前項各号に掲げる事項に係る申請等については、管理者が別に定める。 

第３５条を第４０条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（料金の還付及び追徴） 

第４１条 管理者は、料金を徴収した後において、その料金に減額又は増額が生じたとき

は、その差額を還付し、又は追徴しなければならない。 

２ 前項の還付又は追徴をすべき額は、次回徴収する料金又は未収の料金で精算すること

ができる。 

第３４条を次のように改める。 

（料金の徴収方法） 

第３４条 料金は、納入通知書による払込み又は口座振替の方法により、定例日の属する

月分として隔月に徴収する。 

２ 前項の規定にかかわらず、水道の使用を中止したとき又は臨時的に使用したときは、

随時又は翌月の定例日の属する月に徴収する。 

第３４条を第３７条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（使用中止の届出がない場合の料金） 

第３８条 第２８条第１項第１号の規定による使用中止の届出がない場合は、水道を使用

していないときにおいても、料金を徴収する。 

（無届使用に対する認定） 

第３９条 第２８条第２項の規定による届出を行わずに水道を使用した者は、前使用者か

ら引き続き使用しているものとみなす。この場合において、使用水量が不明な場合は、

使用水量を認定する。 

第３３条第１項第１号中「、基本水量」を「、基本料金」に改め、同項第２号中「１ケ

月」を「１月」に改め、同条第２項中「変更後の料金とする」を「管理者が別に定める」

に改め、同条を第３６条とする。 

第３２条を削る。 

第３１条中「一」を「いずれか」に改め、同条を第３５条とする。 

第３０条を削る。 

第２９条を次のように改める。 

（料金） 

第２９条 料金は、１月につき次の表に掲げる口径別の基本料金及び基本水量を超過して 

使用した水量に従量料金を乗じて得た額の合計額に消費税相当額を加えた額（当該額に 

１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 



種別 口径（ミリメートル） 

基本料金（円） 
従量料金

（円） 

水量 料金 
１立方メート

ルにつき 

専用給

水装置 

 １３ １０立方メートルまで １，７００ １７０ 

 ２０ １０立方メートルまで ３，９００ １７０ 

 ２５   ５，９００ １７０ 

 ３０   ８，７００ １７０ 

 ４０   １５，６００ １７０ 

 ５０   ２４，２００ １７０ 

 ７５   ５４，９００ １７０ 

 １００   ９７，５００ １７０ 

 １５０   ２１９，６００ １７０ 

私設消

火栓 

私設消火栓を消防法（昭和２３年法律第１８６号）等で定められた消防訓練以

外の目的（自主防災訓練及び消防演習等）で使用したときの料金は、消火栓１

個１回につき１,０００円とし、１回の使用時間は、５分以内とする。 

第２９条を第３３条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（使用水量の計量） 

第３４条 使用水量は、市のメーターにより管理者が隔月の計量期間を定め、その期間内

で定例日に使用水量を計量する。ただし、やむを得ない理由があるときは、管理者は計

量期間以外の日に計量することができる。 

２ 前項の隔月における使用水量は、各月均等とみなす。 

第２８条の見出し中「料金」を「水道料金」に改め、同条第１項及び第２項中「総代人 

」を「管理人」に改め、同条を第３２条とする。 

第４章の章名中「料金」を「水道料金」に改める。 

第２７条第１項中「給水装置の機能又は」を「管理者は、給水装置又は供給する水の」

に改め、第３章中同条を第３１条とする。 

第２６条を第２９条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（緊急転用） 

第３０条 管理者は、災害その他公益上必要があると認めるときは、他に給水装置を臨時

に使用させることができる。 

第２５条を削る。 

第２４条中「一」を「いずれか」に改め、同条第１号中「開始又は」を削り、同条に次

の１項を加える。 

２ 使用者等は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちに管理者に届け出なければ

ならない。 

⑴ 使用者の氏名又は住所に変更があったとき。 

⑵ 代理人又は管理人に変更があったとき又はその住所に変更があったとき。 



⑶ 給水装置の所有権に変更があったとき。 

⑷ 消防用として水道を使用したとき。 

第２４条を第２８条とする。 

第２３条第１項中「設置」を「貸与」に改め、同条第２項中「善良な管理者の注意」を

「善管注意義務」に改め、同条第３項中「前項の管理義務」を「善管注意義務」に、「き

損」を「毀損」に改め、同条を第２５条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（メーター検査の申込み） 

第２６条 使用者等は、メーターの機能に異常があると認めるときは、管理者にその検査

を申し込むことができる。 

２ 管理者は、前項の規定による申込みがあったときは、その検査を行わなければならな

い。ただし、検査をしない正当な理由があるときは、この限りでない。 

（水道使用の申込み） 

第２７条 水道の使用を開始しようとする者は、管理者が定めるところにより、あらかじ

め管理者に申し込み、その承認を受けなければならない。 

第２２条第１項を削り、同条第２項を同条とし、同条を第２４条とし、第２１条を第２

３条とする。 

第２０条第１項を次のように改める。 

給水装置の使用者、管理人又は所有者（以下「使用者等」という。）は、善良な管理

者の注意（以下「善管注意義務」という。）をもって水が汚染し、又は漏水しないよう

給水装置を管理し、異常があるときは直ちに管理者に届け出なければならない。 

第２０条第２項中「申込」を「届出」に改め、同条第３項中「費用」の次に「及び善管

注意義務を怠ったために生じた損害」を加え、「使用者（使用者がないときは、所有者） 

」を「使用者等」に改め、第２章中同条を第２２条とする。 

第１９条を第２１条とし、第１８条を第１９条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（給水装置の支分引用） 

第２０条 給水装置を他の者の給水装置から分岐して設けようとする者は、その所有者及

び使用者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の場合において、分岐を承諾した所有者がその給水装置を撤去しようとするとき

は、あらかじめ分岐して使用する者に通知しなければならない。 

 第１７条を第１８条とする。 

第１６条第１項中「合算額」の次に「に消費税相当額を加えた額」を加え、同条を第１

７条とする。 

第１５条を第１６条とする。 

第１４条の２第１項中「工事（新設又は改造に限る。）」を「メーターの新設及び口径

が増径となる改造」に、「次に定める加入金」を「次に定める水道加入金（以下「加入金 

」という。）」に、「１００分の１０８を乗じて得た水道加入金（以下「加入金」という 



。）」を「消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２９条に規定する消費税の税率を乗

じて得た額及びその消費税の額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の８３

に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額を合算した額（以下「消費税相当額」という 

。）を当該加入金に加えた額」に改め、同条を第１５条とする。 

別表を削る。 

附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 


